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新刊書 

いま突然，従業員や退職者から残業代請求されたらどう対処しま

すか？ 

▶使用者側の弁護士が任意交渉や裁判手続を詳説！ 

▶裁判例にみる労働時間の立証・反証のポイント！ 

▶管理監督者性に関する論点と実務上の対応策！ 

▶労働組合や集団からの請求への対処法と留意点！ 

▶定額残業代制度の導入と運用上の落とし穴！ 

弁護士，社会保険労務士，労務担当者の必携書！ 

消滅時効が３年に延長！ 
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目 次 
◆Ｑ＆Ａ◆ 全 36問 
第１章 産学連携 
第４章 健康増進領域のビジネス 
第２章 知的財産の利活用による価値創出 
第５章 医療関連領域のビジネス 
第３章 ヘルスケアデータの利活用 
第６章 資金調達の方法 
 
はしがき 

医療技術の発展による国民の平均寿命の延伸，少子高齢化による労働人口減少の問題は 

，人々の健康，ヘルスケアへの興味，関心を高め，これに伴い，企業においては，従業 
員等の健康管理を経営的な視点で考え，戦略的に実践し，従業員等の健康増進を図ると 

いう動き（いわゆる健康経営）も加速しています。また，日本を含む世界各国では，ヘ 

ルスケア関連の新たな商品，サービスが次々と創出されています。 
このような状況をふまえ，本書は，ヘルスケアビジネスに関する案件を担当している， 

TMI総合法律事務所に所属する弁護士，弁理士総勢42名によって執筆されました。主とし 

て，これから日本においてヘルスケアビジネスを新たに始めようという企業の方に向け 
て，まず知っておくべきと思われる基本的な情報をまとめたものになっています。 

本書の第1章から第6章までは，ヘルスケアビジネスに関する一定の項目ごとに具体的な 

質問を挙げて解説を行い，また，付録では，ヘルスケアビジネスに関連する法令を知り 
たい方向けにその概要を説明しています。 

ヘルスケアビジネスに興味，関心がある多くの方に手に取っていただき，日本における 

ヘルスケアビジネスの益々の発展と，それを通じた健康維持・増進の実現に寄与するこ 
とができれば望外の喜びです。 

 

 2022年7月 
TMI総合法律事務所 

編集委員一同 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新刊書 

●ヘルスケアビジネスを展開するために知っておくべき法令・通知・ガイドライン等の

基礎知識と具体的な留意点を詳解！ 

●ヘルスケアビジネスの案件を担当する弁護士・弁理士総勢 42名が執筆！ 

●ヘルスケアビジネスに興味・関心がある方々に有用な１冊！ 
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現代日本の司法制度が、 その任務を果たしているか、 実証的 ・経験科学的に考察

本書は、2000年代初頭に、法社会学の視角と方法を用いて、大きな改革が実施された、現代日本の司法
制度が、刻々と変化する環境に対応して、その任務を果たしているか、実証的・経験化科学的に明らかに
しており、第Ⅰ巻では、「リスクの個人化」の進行と司法制度の対応を主題とし、市民の紛争経験と相談行動、
被災者への法的支援などを考察。

個人化するリスクと法的支援の可能性

【目　次】

◆Ⅰ 市民のトラブル・紛争経験と相談行動◆
第 1 章　専門機関相談行動の規定要因
第 2 章　地域の法律問題と相談者ネットワーク―司法過疎地域調査の結果から
第 3 章　「法的ニーズ」概念の再構成
第 4 章　総合法律支援制度の意義と課題① ― 「リスクの個人化」と法的支援の重要性
第 5 章　総合法律支援制度の意義と課題② ― 2016 年法改正をめぐって

◆Ⅱ 被災者への法的支援の課題◆
第 6 章　「司法過疎」被災地と法的支援の課題
第 7 章　東日本大震災被災者への法的支援の効果と課題 ― 法テラス被災者法的ニーズ  
        調査の結果から

◆Ⅲ 労働審判制度◆
第 8 章　利用者調査から見た労働審判制度の機能と課題
第 9 章　ADR の専門性 ― 労働審判制度を素材として 
第 10 章　労働審判制度と労働関係の法化

◆Ⅳ 集団的紛争と消費者団体訴訟◆
第 11 章　集団的紛争と法的処理 
第 12 章　消費者団体訴訟の法形成機能

◆Ⅴ 法社会学研究と社会調査データアーカイブ◆
第 13 章　法社会学研究とデータアーカイブ
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現代日本の司法制度が、 その任務を果たしているか、 実証的 ・経験科学的に考察

本書は、2000年代初頭に、法社会学の視角と方法を用いて、大きな改革が実施された、現代日本の司法
制度が、刻々と変化する環境に対応して、その任務を果たしているか、実証的・経験化科学的に明らかに
しており、第Ⅱ巻では、日本の社会・経済が直面するグローバル化や現代のガバナンス改革などの動きを
念頭に、司法制度をめぐる諸問題を論じている。

　　   統治の中の司法の動態

【目　次】

第 14 章　違憲審査制と内閣法制局 ― 比較法社会学的考察
第 15 章　内閣法制局と最高裁判所の現在 ― 「統治＝執政」の法的統制のゆくえ
第 16 章　「政治の司法化」とガバナンス

◆Ⅶ 司法制度改革への視点◆
第 17 章　裁判官の独立と法曹一元 ― 戦後司法の歴史的文脈の中で考える
　       補論　〔書評〕J・M・ラムザイヤー＆E・B・ラスムセン『司法の独立を測定する ―        
         日本の司法の政治経済学』
第 18 章　司法の〈統一性〉と〈非統一性（Uneinheitlichkeit）〉―日独裁判所の司法観の比較
第 19 章　裁判官の「多様化・多元化」を支える「独立と自治」
第 20 章　「公共性の空間」と司法
第 21 章　政治的公論における〈司法の不在〉をめぐって
第 22 章　司法制度改革の意義と課題 
　　　　 ― 司法制度改革審議会最終意見書をめぐって

◆Ⅷ 変動期の弁護士◆
第 23 章　変動期の日本の弁護士
第 24 章　弁護士人口の拡大と依頼者層 ― 世界の動向と日本

◆Ⅸ 司 法 統 計◆
第 25 章　19 世紀ヨーロッパと近代司法統計の発展
第 26 章　〔翻訳〕クリスチャン・ヴォルシュレーガー
         「民事訴訟の比較歴史分析 ― 司法統計から見た日本の法文化」
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　イギリスの2005年意思能力法（MCA2005）のもとでの実務は、日本の「今の」成年後見の実務に
も大いに参考になります。意思能力について、法律家と医師が真摯に検討し、実務での対応への
指針を示しており、法制度は異なれども、そこからみえる人の意思能力の価値への思いは共通で
はないでしょうか。
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　研修でしか明かしてこなかった“秘伝の調停スキル”を収録し、個々の事柄については、単な
る説明だけではなく、その背景にある理論や考え方を図を示しながらわかりやすく解説し、また
実例や具体例を多く紹介することで理解がしやすい！
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　（株）民事法研究会

　終活相談は、自分が何を相談したらよいのか、依頼者自身も明確になっていないこともありま
す。そこで、本書の「終活契約®」を用いて相談に応じることで、的確な対応ができ、依頼者の満
足度も上がります。購入者特典として、本書収録の契約書ひな型を弊社HP上でダウンロードでき
ますので、ぜひご活用ください　　。※「終活契約」は登録商標です。
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第１章 終活契約と本書のねらい／ 第２章 本書の構成と活用法
第２編 終活にかかわる制度
第１章 財産管理契約／ 第２章 法定後見制度／ 第３章 任意後見契約／ 第４章 死後事務委任／
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第４編 終活にかかわる保険・税務・登記・福祉
第１章 保険／ 第２章 税金／ 第３章 不動産の登記名義／ 第４章 高齢者支援
第５編 終活契約の文例と解説
第１章 終活契約のひな形・チェックリストと解説／ 第２章 終活契約の費用例

第１部 序
第１章 法律、実務、そして本書
第２章 専門家と倫理
第２部 法原則
第３章 2005年意思能力法（ＭＣＡ）：能力と最善の利益
第４章 法原則：能力と証拠
第３部 能力の法的判定基準
第５章 財産管理能力
第６章 遺言書を作成する能力
第７章 贈与能力
第８章 訴訟能力

終活契約の実務と書式

“当事者に寄り添う”家事調停委員の基本姿勢と実践技術

１ 家事調停と家事調停委員

２ 家事調停委員の専門性

３ 家事調停の領域専門性

４ 家事調停委員の基本姿勢

５ 家事調停委員の面接に役立つ実践技術

６ 話を聴く

第９章 契約締結能力
第10章 投票能力
第11章 能力と人間関係
第12章 同意能力・刑事法と性犯罪
第13章 能力と医療
第14章 研究および革新的治療への同意能力
第15章 能力と自由の剥奪
第16章 能力と1983年精神保健法
第４部 能力判定実施上の留意点
第17章 医師に対する実施上の指針
第18章 法律家に対する実施上の指針

英国意思能力判定の手引
─ＭＣＡ２００５と医師･法律家・福祉関係者への指針─

７ アクティブ・リスニングの技術

８ 当事者を理解する実践技術

９ 内的観点からの相手理解の演習

10 当事者をより深く理解するための視点

11 人間関係調整の実践技術

12 民事・家事調停委員の研修会

13 演習問題の解説


